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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第46期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第47期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第46期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 17,150 19,438 70,652

経常利益（百万円） 649 704 2,629

四半期（当期）純利益（百万円） 114 254 761

純資産額（百万円） 17,803 18,231 18,241

総資産額（百万円） 143,691 140,197 142,236

１株当たり純資産額（円） 845.92 867.05 867.64

１株当たり四半期（当期）純利益（円） 5.88 13.03 38.94

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益（円） － － －

自己資本比率（％） 11.5 12.1 11.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
34 4,115 7,736

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,724 △701 △4,261

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,353 △1,170 △4,994

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） 9,396 11,457 9,213

従業員数（人） 12,221 12,019 12,128

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第47期第１四半期連結累計（会計）期間は潜

在株式が存在しないため、その他の期間については希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

EDINET提出書類

第一交通産業株式会社(E04222)

四半期報告書

 2/29



２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 12,019(2,143)

　（注）従業員数は就業人員（グループ外から当社グループへの出向者を含む。）であり、臨時従業員数は（　）内に当第

１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 233 (26)

　（注）従業員数は就業人員（社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業員数は（　）内に当第１四半期会計期

間の平均人員を外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【営業の状況】

(1）販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同四半期比（％）

タクシー事業 11,245 －

バス事業 1,885 －

不動産分譲事業 4,719 －

不動産賃貸事業 695 －

金融事業 445 －

  報告セグメント計 18,992　 －

その他事業 446 －

合計 19,438 －

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。

　

(2）タクシー事業

　営業実績

項　  目
前第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

第１四半期末在籍車両数 6,750 台 6,718 台

稼働率 90.6 ％ 91.1 ％

走行キロ 89,149 千㎞ 88,653 千㎞

運送収入 11,193 百万円 11,245 百万円

走行１㎞当たり運送収入 　125 円 56 銭 126 円 85 銭

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3）バス事業

　営業実績

項　  目
前第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

第１四半期末在籍車両数 725 台 700 台

稼働率 69.1 ％ 72.1 ％

走行キロ 8,023 千㎞ 8,159 千㎞

運送収入 1,874 百万円 1,885 百万円

走行１㎞当たり運送収入 233 円 61 銭 231 円 13 銭

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(4）不動産分譲事業

①　販売実績

項目 

前第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

数量
（戸）

金額
（百万円）

数量
（戸）

金額
（百万円）

    マンション 76 1,458 100 1,676

    戸建住宅 3 109 6 118

    その他 － 87 － 2,924

      合  計 79 1,655 106 4,719

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．共同事業における金額は、全体の売上金額を当社持分比率で按分した金額を計上しております。

３．不動産分譲事業では、顧客のニーズに合わせて第４四半期連結会計期間に竣工する物件の割合が高いため、業

績に季節的変動があります。

②　分譲住宅の契約実績

項    目
期首契約残高 四半期中契約高 四半期末契約残高

数量
（戸）

金額
（百万円）

数量
（戸）

金額
（百万円）

数量
（戸）

金額
（百万円）

（前第１四半期連結会計期間）      

マンション 182 2,911 103 2,134 135 3,074

戸建住宅 3 120 7 158 7 169

（当第１四半期連結会計期間）      

マンション 96 2,003 132 2,678 128 3,005

戸建住宅 5 105 11 181 10 168

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．共同事業における金額は、全体の契約金額を当社持分比率で按分した金額を計上しております。

　

(5）不動産賃貸事業

営業実績

項目 

前第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

金額（百万円） 金額（百万円）

賃貸収入 634 695

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(6）金融事業

　売上高の内訳

項　目

前第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

金額
（百万円）

（参考）融資残高
（百万円）

金額
（百万円）

（参考）融資残高
（百万円）

不動産担保ローン 375 16,959 340 15,782

ビジネスローン 62 1,587 18 686

不動産再生 244 － 54 －

その他 52 － 31 －

合  計 735 18,546 445 16,469

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

（1）業績の状況

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府の景気対策効果とアジア向けを中心とした輸出の増加を

受けて緩やかに回復しつつあるものの、海外経済の下振れ懸念や雇用・所得環境は未だ回復しておらず、個人消費

は依然として厳しい状況で推移しました。

このような状況の下、当第１四半期連結会計期間の当社グループの売上高は19,438百万円（前年同四半期比

13.3％増）、営業利益は832百万円（同12.6％増）、経常利益は704百万円（同8.4％増）、四半期純利益は254百万円

（同121.7％増）となりました。

なお、当社グループの不動産分譲事業では、顧客のニーズに合わせて第４四半期連結会計期間に竣工する物件の

割合が高いため、業績に季節的変動があります。

また、当第１四半期連結会計期間において、「不動産事業」を「不動産分譲事業」と「不動産賃貸事業」に分割

表示するとともに、「不動産事業（その他）」及び「自動車関連事業」を「その他事業」に含めて表示することに

変更いたしました。前年同四半期比につきましても、比較可能な範囲で変更後に組替えて表示しております。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①タクシー事業　

タクシー業界におきましては、景気の低迷により事業を取り巻く経営環境は依然厳しい状況下で、利用者の乗り

控えの傾向は続いているものの、個人・法人の需要は緩やかに回復してきており、前年同期実績に対する落ち込み

幅は縮小傾向にあります。また、いわゆる「タクシー適正化・活性化特別措置法」により、新規参入や増車の抑制と

運賃の多様化の是正に向けて、地域ごとに需給調整のための減車・休車目標を含めた方針に沿って各社が動き出し

ております。

  このような状況の下、当社グループにおきましては、効率的な配車を行うための市場調査の実施と、デジタルＧＰ

Ｓによる車両配置の管理、繁忙時におけるタクシーの効率稼働等を行うと共に、配車センターのデータを基にした

住宅地や勤務先への対面営業の推進、選ばれるタクシーとなるべく「マナーアップキャンペーン」による乗務員の

接客マナーと配車司令室の電話対応マナーの向上、「安全運転は最高のサービス」との基本に立ち「交通事故０へ

の挑戦」に取り組むことで、乗務員の安全意識の改革に努めました。さらに、効率稼働の推進とアイドリングストッ

プによる「燃費５％アップキャンペーン」の実施、環境に配慮したエコカーの導入（北九州、大分、広島、宮城）、

「雇用創出プラン6000」の継続により乗務員採用による若返り及び定着に注力してまいりました。 

当第１四半期連結会計期間においては、地域協議会において策定された特定事業計画に基づき、東京地区を初め

として36台の減車・休車を実施した結果、平成22年６月30日現在のタクシー認可台数は、前年同四半期末比で32台

減少し、6,718台となっております。以上の結果、タクシー事業の売上高は11,245百万円（前年同四半期比0.5％増）

となり、燃料が高騰している中で営業所の統廃合による合理化と様々な経費削減に取り組んだものの、各地の乗用

自動車厚生年金基金における脱退時負担見込額が、リーマンショック以降の金融危機の影響を受けて年金資産の運

用が悪化したことにより増加した結果、営業利益は293百万円（同7.1％減）となりました。

②バス事業

バス事業におきましては、沖縄県内の路線バス部門では、ゴールデンウィークフリー乗車券の発行、那覇ベース

ボールカーニバルの乗車券の販売のほか、琉球バス交通におけるバスロケーションシステムの導入など利用促進を

図っておりますが、現金利用者が回数券・定期券へシフトしており減収となっております。一方、貸切バス部門にお

いては、修学旅行等の団体旅行客の営業強化を図ったことにより増収となった結果、バス事業全体の売上高は1,885

百万円（前年同四半期比0.6％増）となり、燃料が高騰している中で経費削減に取り組んだことで、営業利益は131

百万円（同3.0％減）となりました。なお、平成22年６月30日現在のバス認可台数は、当第１四半期連結会計期間に

自主減車等に伴い６台減少し700台となっております。　
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③不動産分譲事業

  新築マンション業界におきましては、地価下落や低金利・税制優遇拡充を背景に、実需型の完成在庫の圧縮が進

む中、首都圏では資産性の高い新規物件が即日完売するなど市場は回復傾向にあります。

  このような状況の下、当社グループにおきましては、重点課題として完成在庫の販売に取り組み、「キャッシュ

バックキャンペーン」を引き続き展開いたしました。また、新規供給として駅前の好立地物件のほか、北九州市内に

おいて創業50周年記念プロジェクトとして、233戸の大型物件「グランドパレスブランシェ企救丘」を販売開始す

るとともに、戸建住宅においても、第一ホーム㈱の低価格住宅「ユニエクセラン」の供給を開始しました。

　なお、大分・鹿児島エリアにおいては、完成在庫の圧縮を強力に推進するため、販売代理会社へ販売委託すること

で、人員の効率的な配置を実施いたしました。

  売上高につきましては、完成在庫の販売に注力したマンションにおいて1,676百万円（前年同四半期比14.9％

増）、戸建住宅118百万円（同8.4％増）のほか、プロジェクト用地の一括販売を含むその他2,924百万円を加えた結

果4,719百万円（同185.0％増）となりましたが、営業損益につきましては、営業損失84百万円となりました。

④不動産賃貸事業

  不動産賃貸業界におきましては、空きテナント対策に伴う賃料・敷金の減額やフリーレント等が賃料相場に影響

を及ぼすとともに、景気低迷に伴う飲食街への客足の減少からテナントの閉店・縮小傾向が続いております。

  当社グループにおける売上高は、入居キャンペーンを含めた営業努力により、テナントビルの入居数は維持する

ことができたことと、前連結会計年度における沖縄県那覇市の旭橋駅周辺地区再開発事業におけるオフィスビルの

竣工稼動の通年寄与などにより695百万円（前年同四半期比9.5％増）となり、営業利益は335百万円となりました。

　

⑤金融事業

当第１四半期連結会計期間の不動産市況は、新築住宅建設の着工戸数が前年割れとなり、地価公示価格も引続き

下落するなど流動性の低下が顕著な状況にあり、それに伴う不動産金融市場も先行き不透明な状況にあります。

このような状況の下、当社グループにおける金融事業の融資残高は、与信基準の厳格運用を図りつつも債権メン

テナンスに注力した結果、不動産担保ローンは15,782百万円となり、無担保ビジネスローンも施策的な抑制により

686百万円となった結果、総融資残高は16,469百万円となりました。  

  売上高につきましては、総融資残高が前年同四半期末比2,076百万円の減少などにより、445百万円（前年同四半

期比39.3％減）となりましたが、営業利益は経費の削減に努めた結果79百万円（同43.0％増）となりました。

⑥その他事業

その他事業におきましては、パーキング事業、医療コンサルタント事業、ゴルフ練習場の運営及び自動車の点検・

整備等により、売上高は446百万円（前年同四半期比57.8％減）、営業利益は92百万円となりました。
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（2）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ2,039百万円減少し、140,197百万円となりま

した。主な増加は、現金及び預金2,243百万円であり、主な減少は、たな卸資産2,526百万円並びに営業貸付金1,460百

万円であります。

負債は、前連結会計年度末に比べ2,029百万円減少し、121,965百万円となりました。主な減少は、支払手形及び営

業未払金1,534百万円並びに有利子負債896百万円であります。

少数株主持分を含めた純資産は、前連結会計年度末に比べ9百万円減少し、18,231百万円となりました。主な増加

は、四半期純利益254百万円であり、主な減少は、剰余金の配当195百万円であります。

（3）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は11,457百万円となり、前

連結会計年度末に比べ2,243百万円増加しております。

  各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は4,115百万円（前年同四半期は34百万円の獲得）となりました。これは主に、税金

等調整前四半期純利益663百万円、たな卸資産の減少による増加2,499百万円、営業債権の減少による増加額1,547百

万円、タクシー車両の減価償却を中心とする償却費用787百万円の計上があったものの、仕入債務の減少による減少

1,429百万円によるものであります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は701百万円（前年同四半期は2,724百万円の使用）となりました。これは主に、投

資有価証券の取得による支出371百万円及び営業車輌の購入を中心とする有形・無形固定資産の取得による支出

355百万円によるものであります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は1,170百万円（前年同四半期は1,353百万円の獲得）となりました。これは主に、

長期借入による収入4,832百万円及び長期借入金の約定弁済並びに繰上償還による支出5,454百万円によるもので

あります。

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（5）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

  当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した記載すべき重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 78,000,000

計 78,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 19,613,600 19,613,600福岡証券取引所
単元株式数

100株

計 19,613,600 19,613,600 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

平成22年４月１日～
平成22年６月30日

－ 19,613,600 － 2,027 － 2,214

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。　
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区　分 株式数（株） 議決権の数（個） 内　容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式        62,400― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式    19,550,600195,506 ―

単元未満株式 普通株式           600― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 19,613,600 ― ―

総株主の議決権 ― 195,506 ―

　

②【自己株式等】

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

第一交通産業株式会社
北九州市小倉北区

馬借二丁目6番8号
62,400 ― 62,400 0.31

計 ― 62,400 ― 62,400 0.31
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４　月 ５　月 ６　月

最高（円） 360 345 341

最低（円） 340 314 317

　（注）最高・最低株価は、福岡証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,612 10,368

受取手形及び営業未収入金 1,903 2,007

営業貸付金 16,370 17,830

たな卸資産 ※1
 28,708

※1
 31,234

その他 3,123 2,880

貸倒引当金 △1,130 △1,040

流動資産合計 61,587 63,281

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※2
 20,352

※2
 20,589

土地 40,812 40,850

その他（純額） ※2
 4,898

※2
 5,041

有形固定資産合計 66,062 66,481

無形固定資産

のれん 1,453 1,615

その他 505 528

無形固定資産合計 1,959 2,143

投資その他の資産 ※3
 10,588

※3
 10,330

固定資産合計 78,610 78,955

資産合計 140,197 142,236

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 6,574 8,109

短期借入金 41,748 42,871

未払法人税等 500 1,012

賞与引当金 131 476

その他 5,738 4,656

流動負債合計 54,693 57,125

固定負債

長期借入金 49,304 49,078

退職給付引当金 7,250 7,119

役員退職慰労引当金 1,578 1,552

利息返還損失引当金 167 189

その他 8,971 8,930

固定負債合計 67,272 66,869

負債合計 121,965 123,995
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,027 2,027

資本剰余金 2,214 2,214

利益剰余金 18,974 18,915

自己株式 △67 △67

株主資本合計 23,149 23,090

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △95 △25

土地再評価差額金 △6,102 △6,102

評価・換算差額等合計 △6,198 △6,127

少数株主持分 1,280 1,277

純資産合計 18,231 18,241

負債純資産合計 140,197 142,236
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 17,150 19,438

売上原価 13,923 16,362

売上総利益 3,226 3,075

販売費及び一般管理費 ※1
 2,488

※1
 2,243

営業利益 738 832

営業外収益 321 232

営業外費用

支払利息 354 324

その他 55 35

営業外費用合計 410 360

経常利益 649 704

特別損失

固定資産除売却損 33 11

投資有価証券評価損 12 29

訴訟和解金 350 －

特別損失合計 395 40

税金等調整前四半期純利益 253 663

法人税、住民税及び事業税 464 459

法人税等調整額 △332 △62

法人税等合計 132 397

少数株主損益調整前四半期純利益 － 266

少数株主利益 6 11

四半期純利益 114 254
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 253 663

減価償却費 600 625

のれん償却額 173 161

たな卸資産評価損 35 60

貸倒引当金の増減額（△は減少） 153 99

退職給付引当金の増減額（△は減少） 125 130

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6 26

利息返還損失引当金の増減額（△は減少） △47 △21

受取利息及び受取配当金 △31 △24

支払利息 354 324

固定資産除売却損益（△は益） 33 11

投資有価証券評価損益（△は益） 12 29

訴訟和解金 350 －

営業債権の増減額（△は増加） △150 1,547

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,294 2,499

仕入債務の増減額（△は減少） △2,987 △1,429

その他の資産・負債の増減額 672 574

その他 12 2

小計 862 5,281

利息及び配当金の受取額 30 23

利息の支払額 △338 △315

訴訟和解金の支払額 △350 －

法人税等の支払額 △169 △873

営業活動によるキャッシュ・フロー 34 4,115

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △312 △265

定期預金の払戻による収入 355 265

投資有価証券の取得による支出 △0 △371

有形及び無形固定資産の取得による支出 △2,793 △355

有形及び無形固定資産の売却による収入 8 18

短期貸付金の増減額（△は増加） △1 2

貸付けによる支出 △22 △32

貸付金の回収による収入 47 32

その他の支出 △11 △49

その他の収入 5 54

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,724 △701
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,500 △275

長期借入れによる収入 4,820 4,832

長期借入金の返済による支出 △4,738 △5,454

リース債務の返済による支出 △22 △68

配当金の支払額 △195 △195

少数株主への配当金の支払額 △10 △10

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,353 △1,170

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,336 2,243

現金及び現金同等物の期首残高 10,732 9,213

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

0 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 9,396

※
 11,457
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．会計処理基準に関する事項の変更   資産除去債務に関する会計基準の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用

しております。

　なお、これによる当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響はありま

せん。

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の見

積額を期間按分して算定する方法によっております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１．たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。 ※１．たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

販売用不動産及び商品 22,641百万円

仕掛販売用不動産等 5,914 　

原材料及び貯蔵品 152 　

販売用不動産及び商品 27,595百万円

仕掛販売用不動産等 3,510 　

原材料及び貯蔵品 128 　

※２．有形固定資産の減価償却累計額 ※２．有形固定資産の減価償却累計額

29,421百万円 29,003百万円

※３．投資その他の資産の金額から直接控除している貸倒

引当金の額

※３．投資その他の資産の金額から直接控除している貸倒

引当金の額

813百万円 808百万円

　４．保証債務

　連結会社以外の会社及び当社分譲物件購入者の金融

機関からの借入金に対して次のとおり債務保証を行っ

ております。

　４．保証債務

　連結会社以外の会社及び当社分譲物件購入者の金融

機関からの借入金に対して次のとおり債務保証を行っ

ております。

(医)湘和会　湘南記念病院 627百万円

第一ケアサービス㈱ 27 

当社分譲物件購入者（245名） 709 

計 1,363 

(医)湘和会　湘南記念病院 648百万円

第一ケアサービス㈱ 28 

第一酒販㈲ 3 

当社分譲物件購入者（250名） 729 

計 1,410 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 210百万円

従業員給料及び手当 771 

賞与引当金繰入額 46 

退職給付費用 101 

役員退職慰労引当金繰入額 27 

貸倒引当金繰入額 122百万円

従業員給料及び手当 705 

賞与引当金繰入額 37 

退職給付費用 101 

役員退職慰労引当金繰入額 28 

２．当社グループの不動産事業の分譲事業部門では、顧

客のニーズに合わせて第４四半期連結会計期間に竣

工する物件の割合が高いため、第４四半期連結会計

期間の売上高が高くなる傾向にあります。

２．当社グループの不動産分譲事業では、顧客のニーズ

に合わせて第４四半期連結会計期間に竣工する物件

の割合が高いため、第４四半期連結会計期間の売上

高が高くなる傾向にあります。　　　　　　　　　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在） （平成22年６月30日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 10,591

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,195

現金及び現金同等物 9,396

　

 （百万円）

現金及び預金勘定 12,612

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,155

現金及び現金同等物    11,457
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  19,613千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  62千株

３．配当に関する事項

配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年５月18日

取締役会
普通株式 195 10 平成22年３月31日 平成22年６月30日利益剰余金

４．株主資本の金額の著しい変動

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 
タクシー
事業
（百万円）

不動産
事業
（百万円）

自動車
関連事業
（百万円）

金融事業
（百万円）

バス事業
（百万円）

その他
事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                                     

(1）外部顧客
に対する
売上高

11,1932,332 630 735 1,874 384 17,150 － 17,150

(2）セグメン
ト間の内
部売上高
又は振替
高

－ － 347 － － 541 889 △889 －

計 11,1932,332 978 735 1,874 926 18,039△889 17,150

営業利益 315 169 19 55 135 17 713 25 738

　（注）１．事業区分の方法

グループ内の事業展開を考慮して区分しております。

２．各事業区分の主な事業内容

(1）タクシー事業　  一般乗用旅客自動車運送事業（タクシー）

(2）不動産事業　    分譲住宅の企画及び販売、不動産の賃貸及び管理

(3）自動車関連事業　外車・中古車の販売及び自動車の点検・整備等

(4）金融事業　      貸金業

(5）バス事業　    　一般乗合旅客自動車運送事業等（路線・貸切） 

(6）その他事業　    パーキング事業及び車両の運行管理請負業務等 

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

日本以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

該当事項はありません。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、本社に事業形態に沿った管理本部を置き、各管理本部は、各事業の活動について包括的な戦略を立案し、

展開しております。

したがって、当社は、管理本部を基礎とした事業別のセグメントから構成されており、「タクシー」、「バス」、

「不動産分譲」、「不動産賃貸」及び「金融」の５つを報告セグメントとしております。

各事業区分の主な事業内容は下記のとおりであります。

(1)タクシー事業　　　一般乗用旅客自動車運送事業（タクシー）

(2)バス事業　　　　　一般乗合旅客自動車運送事業等（路線・貸切）

(3)不動産分譲事業　　分譲住宅の企画及び販売

(4)不動産賃貸事業　　不動産の賃貸及び管理

(5)金融事業　　　　　貸金業

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）

　 （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

タクシー バス
不動産
分　譲　

不動産
賃　貸　

金融 計

売上高    　       

外部顧客

への売上

高

11,245　1,885　4,719　695　 445　18,992　446　19,438　 － 19,438　

セグメン
ト間の内
部売上高
又は振替
高

－　 －　 －　 － －　 －　 942　 942　 △942 －

計 11,245　1,885　4,719　695　 445　18,992　1,388　20,380　△942 19,438　

セグメント

利益又は損

失（△）

293　 131　△84　 335　 79　 755　 92　 847　 △15 832　

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、子会社業務管理、自動車の点検

・整備、ＬＰＧの販売、パーキング事業及び車両運行管理請負業務等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額△15百万円には、セグメント間取引消去19百万円、営業外収益計上

バス運行補助金収入△35百万円が含まれております。

　　なお、バス事業に係るバス運行補助金収入については、報告セグメントの利益を算定するにあたり、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、費用から控除しております。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

重要な変動はありません。

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。

　

（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年

３月21日）を適用しております。
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（金融商品関係）

 　当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　　 前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。

（有価証券関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありま

せん。

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　　該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

　　    当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）　

　    　該当事項はありません。

（賃貸等不動産関係）

  　　　当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　　　　前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 867.05円 １株当たり純資産額 867.64円

　（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

 純資産の部の合計額（百万円） 18,231　 18,241　
純資産の部の合計額から控除する金額
（百万円）

1,280　 1,277　

（うち少数株主持分） (1,280) (1,277)
普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額
（百万円）

16,951　 16,963

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期
末（期末）の普通株式の数（千株）

19,551　 19,551

　
２．１株当たり四半期純利益金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 5.88円 １株当たり四半期純利益金額 13.03円

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、当第１四半期連結累計期間は潜在株式が存在しな

いため、前第１四半期連結累計期間は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益（百万円） 114 254

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 114 254

期中平均株式数（千株） 19,551 19,551

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

重要な変動はありません。 ―

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

（リース取引関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　　前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。

２【その他】

  　当第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間終了後四半期報告書提出日までの間における配当に

関する取締役会決議の内容については、「第５ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項 （株主資本等関

係）３．配当に関する事項」に記載のとおりであります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２１年８月１１日

第一交通産業株式会社
　
 取締役会　御中   

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 福岡  典昭　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 工藤　重之　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている第一交通産業株

式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２１年４月

１日から平成２１年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年６月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、第一交通産業株式会社及び連結子会社の平成２１年６月３０日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２２年８月１２日

第一交通産業株式会社
　
 取締役会　御中   

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 福岡  典昭　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 工藤　重之　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている第一交通産業株

式会社の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２２年４月

１日から平成２２年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２２年４月１日から平成２２年６月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、第一交通産業株式会社及び連結子会社の平成２２年６月３０日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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